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日本の衰退への対応策としては

コロナ後の対策にGreen Revolution

（緑 の 革 命）ととも に DX(Digital    

Transformation)、さらに健康・医

療対策に真剣に取り組むことだ。前

述の日経「デジタル立国ジャパン・

フォーラム」では9月に内閣のデジ

タル庁が発足することもあり、デジ

タル専門家による長時間の熱のこも

った討論があった。

「Internet の父」とも呼ばれる村

井純・慶應義塾大学教授など情報

専門家の有益な講演があった。今

後Global Cyber 空間での安全、安

心な日本の構築が重要だと強調さ

れた。

内 閣 情 報 通 信 政 策 監（政 府

CIO）の三輪昭尚氏は5G によるデ

ータ活 用、社 会 基 盤 整 備と、社

会実装、デジタル社会に備え、教

育、医 療、Cyber Security など を

組み込んだ Digital Government、

Digital Societyの構築による社会問

題解決が必要だと強調された。さら

に EBPM（Evidence Based Policy 

Making）の重要性も指摘された。

デロイト・トーマツの CSO(Chief 

Strategy Officer) の松 江 英 夫 氏は

日本の失われた30年間に米国、中

国との差がついて、GDP per Capita

（一人当たりGDP）では日本は23

位に衰退。Digital 教育では46位、

Data 活用では実に63位に後退して

いると日本の出遅れに警告を発せら

れた。

これは要するに日本は内向き「タ

コつぼ」型、Closed 自前主義社会

で変革スピードが遅い。既存ルー

ルの偏重が目立つ。情報関係予算

の80％が既存のシステム維持に向

けられている。89％の従業員がデ

ジタル教育の機会がないと指摘。

これではデジタルの破壊力、創造

的破壊に貢献できない。

専門分化をつなげて統合的価値

に重きをおき、新たなものを作り出

すことが大切。そのためには既存の

強すぎる組織、業界を改革し、新

たな価値創造、すなはち「在るも

のを活かし、無きものを創る」こと

が大切だとの指摘には同感で感銘

を受けた。

データをつなげ、価値を創造し、

地域を活性化するためにはデータを

読み解き、課題を解決できる人財

の育成、教育により人財の高付加

価値化で、新しい産業創造と雇用

機会の創出が大切だと強調された。

全く同感である。

コロナ後は社会のパラダイム（仕

組み）が大幅に変革する。かつて

日本が IT・情報革命に乗り遅れた

のは1990年代のインターネット革

命に日本の組織が閉鎖的で、かつ

既得権が強すぎ対応できなかったこ

とが原因だ（野口悠紀雄『リープ

フロッグ』）。

今またデジタル変革の時期に同

じ過ちを犯してはならない。日本の

官民の硬直した組織と既得権を破

壊し、新たなデジタル社会の構築

に向けて官民が総力を結集し、21

世 紀 の Green Revolution, Digital 

Transformation, Health, Medical 

Revolutionに対応することこそ、コ

ロナ後の日本再生、日本生き残りの

ために肝要だ。日本の官民の奮起

を期待する次第である。（終り）
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